
告 示

�愛媛県告示第１４１９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４２０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関の名称が、次のように変更された。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４２１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

三 木 医 院 新居浜市垣生一丁目７番
３４号 平成２７年７月１日

花 野 歯 科 ク リ ニ ッ ク 新居浜市下泉町一丁目８
番５１号 平成２７年１０月１日

Ｄ ク リ ニ ッ ク 今治市南大門町二丁目１
番地２１ 平成２７年１１月１日

アルファ調剤薬局今治店 今治市南大門町二丁目１
番地２１ 平成２７年１１月１日

丸 之 内 薬 局 宇和島市丸之内一丁目１
－９ 平成２７年１１月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
清水医院

大洲市長浜甲２６８ 平成２７年１０月１日
（変更前）
清水循環器科内科

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

長 浜 歯 科 医 院 大洲市長浜甲１８５ 平成２７年９月３０日

さ く ら 薬 局 に こ 丸 店 新居浜市徳常町９－１８ 平成２７年１０月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２７３１号 平成２７年１２月８日

平成２７年１２月８日火曜日 第２７３１号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１４２２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社アクティブビジョン 今治市延喜甲３１番地１ リハビリ訪問看護ステーショ
ン華蓮 今治市国分二丁目１２－６２ 平成２７年８月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

日本調剤株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目
９番１号 日本調剤南楽薬局 宇和島市津島町高田丙１０－１ 平成２７年７月１日

株式会社廣島屋 四国中央市土居町上野乙１５６
番地２ 訪問介護事業所愛 四国中央市土居町上野乙１５６

番地８ 平成２７年１０月１日

株式会社廣島屋 四国中央市土居町上野乙１５６
番地２ ディサービス愛 四国中央市土居町上野乙１５６

番地８ 平成２７年１０月１日

有限会社若葉調剤 東温市志津川１６０－１ わかば薬局 東温市志津川１６０－１ 平成２７年１０月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

日本調剤株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目
９番１号 日本調剤南楽薬局 宇和島市津島町高田丙１０－１ 平成２７年７月１日

株式会社廣島屋 四国中央市土居町上野乙１５６
番地２ 訪問介護事業所愛 四国中央市土居町上野乙１５６

番地８ 平成２７年１０月１日

株式会社廣島屋 四国中央市土居町上野乙１５６
番地２ ディサービス愛 四国中央市土居町上野乙１５６

番地８ 平成２７年１０月１日

愛 媛 県 報平成２７年１２月８日 第２７３１号
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�愛媛県告示第１４２７号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西条市丹原町楠窪２号２６３の２６、２号４６９の３、２号４６９の２１、

２号４６９の２３、２号４６９の２４

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西条

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４２８号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

南宇和郡愛南町僧都８７５の３、８７７の２、８７７の３、８７８の１６、８７

９の１２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第１４２６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

セイコーメディカルブレーン
株式会社

（変更後）
福岡県福岡市東区香椎照葉三
丁目４番５号

青空薬局 宇和島市柿原甲１３５２番４ 平成２７年９月１７日
（変更前）
福岡県福岡市博多区堅粕四丁
目１番１号

セイコーメディカルブレーン
株式会社

（変更後）
福岡県福岡市東区香椎照葉三
丁目４番５号

白雲薬局 宇和島市広小路１番３４号 平成２７年９月１７日
（変更前）
福岡県福岡市博多区堅粕四丁
目１番１号

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

セイコーメディカルブレーン
株式会社

（変更後）
福岡県福岡市東区香椎照葉三
丁目４番５号

青空薬局 宇和島市柿原甲１３５２番４ 平成２７年９月１７日
（変更前）
福岡県福岡市博多区堅粕四丁
目１番１号

セイコーメディカルブレーン
株式会社

（変更後）
福岡県福岡市東区香椎照葉三
丁目４番５号

白雲薬局 宇和島市広小路１番３４号 平成２７年９月１７日
（変更前）
福岡県福岡市博多区堅粕四丁
目１番１号

愛 媛 県 報平成２７年１２月８日 第２７３１号

１１７４



公 告
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�愛媛県告示第１４３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市志津川町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年１２月８日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

パソコンネットワーク学習システム等の借入れ

� 借入物品名及び数量

パソコンネットワーク学習システム等一式（サーバー４台、

パーソナルコンピュータ１６４台、プリンタ１２台、３Ｄプリンタ

４台、周辺機器一式、ソフトウェア一式、搬入、据付け、調整

等一式）

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

平成２８年３月１日から平成３３年２月２８日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

ア 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２６年度、

平成２７年度及び平成２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に

参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該当する

もの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに、要求する仕様の機器を確実に納入で

きる体制が整備されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守の体制が整備されていることを証明した

者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課施設管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２９５１

� 入札書の受領期限

平成２７年１２月２２日（火）午後２時

� 入札説明書の交付方法

平成２７年１２月８日（火）から１２月２２日（火）までの執務時間

中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時３０分か

ら午後５時１５分までをいう。）に�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２８年１月１８日（月）午後２時

愛媛県庁本館２階総務部入札室

４ その他

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２７年１２月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 東予玉川線
今治市玉川町鈍川戊４１０番２地先から

同町鈍川戊４０１番１地先まで
平成２７年１２月８日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２７年１１月２６日 特定非営利活動法人
障害者生活センター息吹 田 中 淳 司 松山市福角町１５３６番地５ この法人は、身体・知的・精神の障害（児）者

と家族に対して、共育と共働の事業と生活の安
定と向上及び心のやすらぎの探求をする事業を
通じ、自立生活から自活生活を図り、公益に寄
与する事を目的とする。

愛 媛 県 報平成２７年１２月８日 第２７３１号
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公安委員会規則

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２８年１月４日（月）午後５時１５分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則第１５２条から第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Computer

Equipment and Related Services for Installing Terminal

Unit，for the prefectural school computer rooms（Local Area

Network），１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，１８ January２０１６（tenders

submitted by mail：５：１５ p．m．，１５ January２０１６）

� For further information， please contact： Facilit ies

Administration Section，High School Education Division，

Guidance Department， Ehime Prefectural Board of

Education，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０

Japan

TEL０８９―９１２―２９５１

�愛媛県公安委員会規則第８号
没収保全等を請求することができる司法警察員の指定に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年１２月８日

愛媛県公安委員会委員長 増 田 吉 利

没収保全等を請求することができる司法警察員の指定に関する規則の一部を改正する規則

没収保全等を請求することができる司法警察員の指定に関する規則（平成１２年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県警察の警察官のうち、国際的な協力の下に規制薬物に係る

不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取

締法等の特例等に関する法律（平成３年法律第９４号）第１９条第３

項、組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律 （平

成１１年法律第１３６号）第２３条第１項及び不正競争防止法（平成５年

法律第４７号）第３５条第３項の公安委員会が指定する警部以上の者

は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

愛媛県警察の警察官のうち、国際的な協力の下に規制薬物に係る

不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取

締法等の特例等に関する法律（平成３年法律第９４号）第１９条第３

項及び組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平

成１１年法律第１３６号）第２３条第１項

の公安委員会が指定する警部以上の者

は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

平成２７年１２月８日 発行

愛 媛 県 報平成２７年１２月８日 第２７３１号

１１７６


